医　療　対　策　課
医　療　人　材　確　保　グ　ル　ー　プ

　高い資質を備えた医師の確保を図るため、自治医科大学への運営協力等を行うとともに、「大阪府医療対策協議会」での検討等を踏まえ、小児を含む救急医療や周産期医療等の分野における医師確保を図った。
　また、看護職員の養成・確保、定着、再就業支援のため、看護師等養成所や院内保育所等に対する助成、各種研修会・講習会を実施するなど看護職員の確保を図った。

１　大阪府地域医療確保修学資金等貸与事業（地域医療介護総合確保基金）
　　　　　　　　　　                               予  算  額 　１０６，２４４千円

　　　　　　　                                    決  算  額 　１０５，６００千円

周産期医療や救急医療などの分野における医師確保を図るため、医学生に対し、貸与後一定期間、これらの分野のうち知事の指定する医療機関で勤務することを返還免除条件とする修学資金を貸与した。

（貸与実績）新規貸与者

　　　　　　　医学生（地域枠）      １５名    １８，０００千円
　　　　　　継続貸与者

医学生（地域枠）　　　７３名　　８７，６００千円

２　地域医療支援センター運営事業（地域医療介護総合確保基金）
予　算　額　　　６１，６９８千円

決　算　額　　　３８，１６９千円

地域医療に従事する医師のキャリア形成を支援しながら、地域や診療科間のバランスのとれた医師確保を推進するため、地域医療支援センター(大阪府医療人キャリアセンター)を運営した。

３　女性医師等就労環境改善事業（地域医療介護総合確保基金）
予　算　額　　　１４２，４６５千円

決　算　額　　　１２７，３１３千円

女性医師等の離職防止と定着を図るため、勤務環境の改善や復職支援への取り組みを実施する二次救急告示医療機関、総合・地域周産期母子医療センター等に対して補助を行った。

　　　（補助実績）４４病院　１２７，３１３千円
　○　根拠法令等　大阪府女性医師等就労環境改善事業補助金交付要綱
４　産科小児科担当医等手当導入促進事業（地域医療介護総合確保基金）
　予　算　額　　　１２３，６１８千円

決　算　額　　　１０８，３６０千円

母子の保健医療を支える医師等を確保するため、分娩手当・研修医手当や新生児担当医手当を支給する医療機関に対して補助を行った。

　　　（補助実績）８６病院　１０８，３６０千円
　○　根拠法令等　大阪府産科医分娩手当導入促進事業等補助金交付要綱
５　自治医科大学関係

　　　　　　　　　　                  予  算  額　　１３０，０６６千円

　　　　　　　                                    決  算  額　　１２９，８８７千円

地域医療に対する気概と高度な医療能力を持つ医師の養成を図るため、学校法人自治医科大学に府内の高等学校卒業生等を入学させ、その運営費を負担した。
６　医療対策協議会関係

　　　　　　　　　　                  予  算  額　　　　１，５０４千円

　　　　　　　                                    決  算  額　　　　　　３２８千円
救急医療、周産期医療及び小児救急を含む小児医療等の医療従事者の確保その他大阪府において必要な医療の確保に関する必要な施策について協議するため、病院の管理者等の関係者による会議を開催した。
	
	委　員　総　数


	 開 催 日 



	医療対策協議会
	14名
	令和4年1月21日
令和4年3月18日

	医師派遣部会
	8名
	―


　　　〇根拠法令　医療法第３０条の２３、大阪府附属機関条例
７　臨床研修病院等審査事業関係
予  算  額　　　　１，４７２千円

　　　　　　　                                    決  算  額　　　　　　　４６千円
臨床研修病院のプログラム審査その他指定に関する審査を実施した。臨床研修病院の指定等については、各病院が作成する臨床研修プログラムが国の定める基準を満たすかどうか、書面及び実地において、審査した。

　　書面審査は府担当課、実地調査は府担当職員（医師職及び事務職）及びＮＰＯ法人卒後臨床研修評価機構のサーベイヤーが実施した。
〇根拠法令　医師法第１６条の２第１項
８　医療従事者の勤務環境改善支援及び医師の働き方改革の推進
（１）医療勤務環境改善支援センター運営事業（地域医療介護総合確保基金）
予  算  額　　　２４，５８１千円

　　　　　　　                                 決  算  額　　　２４，５８１千円
　　医師・看護職員をはじめとした医療従事者の勤務環境改善の促進に向け、先進事例の情報収集、経営・勤務環境改善に関する調査分析、医療機関への個別支援・フォローアップ等を実施するため、「大阪府医療勤務環境改善支援センター」を運営した。

　　　　（事業委託先）一般社団法人　大阪府私立病院協会
　　　　（委託期間）　令和３年４月１日～令和４年３月３１日
（２）勤務医の労働時間短縮に向けた体制整備（地域医療介護総合確保基金を活用）
予  算  額　　　６６９，４９２千円
　　　　　　　                                 決  算  額　　　４１５，１４３千円
令和６年４月から開始する医師の時間外労働の上限規制に向け、勤務医の労働時間の短縮に資する取組を行う医療機関に対して補助を行った。
９　専門医認定支援事業補助金（国庫補助金）
　予  算  額　　　　６，５７１千円

　　　　　　　                                    決  算  額　　　　　　９２１千円
　
新専門医制度の研修開始に伴う医師偏在の拡大を防止するため、地域医療支援センターのキャリア支援プログラムに基づいた専門医研修の実施にあたり、研修プログラムを策定し、医師不足地域の医療機関へ指導医の派遣等を行う医療機関に対して必要な経費の補助を行った。

　さらに、地域において幅広い領域の疾患等を総合的に診ることができる総合診療医を養成するため、指導医確保に要する経費の補助を行った。
　○　根拠法令等　大阪府専門医認定支援事業補助金補助金交付要綱
１０　医師等免許関係
予  算  額　　５９９千円

　　　　　　　                                    決  算  額　　４６９千円

（１）医師等免許の申請経由処理件数

	種　別
	免許交付
	再交付
	籍訂正

書　換
	抹　消
	返　納
	計

	医師
	６７５
	４４
	２８０
	１１０
	４
	１,１１３

	歯科医師
	１４４
	１３
	８０
	７２
	１
	３１０

	診療放射線技師
	１４９
	８
	６３
	２
	１
	２２３

	理学療法士
	７６９
	３１
	２８０
	０
	０
	１，０８０

	作業療法士
	２８２
	９
	１１５
	０
	０
	４０６

	視能訓練士
	５４
	３
	２４
	０
	０
	８１


○根拠法令　医師法・歯科医師法・理学療法士及び作業療法士法・診療放射線技師法・視能訓練士法
（２）死体解剖資格認定申請経由処理件数

	資格認定申請
	再交付
	返納
	住所変更届
	計

	５
	０
	０
	０
	５


○根拠法令　死体解剖保存法
１１　看護師等免許関係

予　算　額　　６，０１８千円

決　算　額　　４，７６７千円
（１）看護師等免許の申請経由処理件数
	種　別
	免許交付
	再交付
	籍訂正

書　換
	抹　消
	返　納
	計

	保健師
	４３１
	２１
	５３１
	０
	０
	９８３

	助産師
	１９３
	４
	１４６
	０
	０
	３４３

	看護師
	４，６４２
	２８１
	３,３５６
	２
	５
	８,２８６


○根拠法令　保健師助産師看護師法
（２）看護師等養成所の指定等に関する業務

平成27年度から准看護師等学校養成所に加え、看護師等養成所の指導・監督を行っている。

1 看護師・准看護師養成施設の管轄　　　　４２施設　５９課程
2 看護師・准看護師養成施設の指定、変更承認、課程変更に伴う調査等 　　　２９件

3 看護師・准看護師養成所の定期指導調査　　  ０件

　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　○　根拠法令　保健師助産師看護師法施行令

　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　保健師助産師看護師学校養成所指定規則

                                                 大阪府看護師等養成所指導調査規程
≪府内の養成状況（令和３年４月現在 入学定員）≫
○　専門学校等・高等学校
	区分
	保健師
	助産師
	看護師
	統合
	５年
１貫
	准看
護師

	
	
	
	３年
課程
	２年
課程
	
	
	

	専門学校等（施設数）
	0
	3
	36
	9
	1
	0
	9

	高  校
	0
	0
	0
	0
	0
	2
	1

	入学定員計
	0
	55
	1,888
	325
	40
	150
	570


※
通信制課程の入学定員を除く。　
○　大学院・大学・短大
	大学院・大学・短大（学校数）
	20校


　　※大学院・大学・短大における看護師養成数は1,875人

（３）普及啓発
1 　看護の日記念行事　　
看護の日（毎年５月１２日）及び看護週間を記念して、府民に看護の心を啓発するため、関係団体との共催で看護の日記念行事を実施している。令和３年度は新型コロナウイルス感染症の感染状況を考慮し、実施しないこととした。
実施主体　看護の日～ハートフル大阪２１～実行委員会

（構成団体）大阪府、大阪市、堺市、東大阪市、高槻市、豊中市、枚方市
（公社）大阪府看護協会、（一社）大阪府医師会、（一社）大阪府病院協会、
（一社）大阪府私立病院協会、（一社）大阪精神科病院協会、
（一社）日本精神科看護協会大阪府支部、（社）大阪府臨床検査技師会、
（一社）大阪府訪問看護ステーション協会
2 看護事業功労者の表彰

府内に就業する保健師、助産師、看護師、准看護師で、永年にわたり看護業務に精励し、その功績が顕著な者を表彰した。

職能別表彰者

	保健師
	助産師
	看護師
	准看護師
	計

	２名
	４名
	４４名
	―
	５０名


3 一日看護師体験

高校生を対象に一日看護師体験を実施し、看護に対する理解を深めるとともに看護の明るいイメージ作りを図る。令和３年度は新型コロナウイルス感染症の感染状況を考慮し、実施しないこととした。
１２　看護師等修学資金の貸与

（１）看護師等修学資金の貸与
予  算  額　　　　４０２千円

決  算  額　　　　１２７千円

看護職員の確保と免許取得後の府内定着を図るため、に府内の学校・養成所に在学する者のうち希望者に対し貸与した修学資金の管理業務を行った。

○　根拠法令等　大阪府看護師等修学資金貸与規則

（２）看護師等修学資金貸付金ＩＣＴ化事業（地域医療介護総合確保基金）
予  算  額　　１４，４９１千円

　　　　　　　　　　　　決  算  額　　　８，２６０千円

貸付金の管理及び未収金の回収業務は、専門的な知識と経験等を要することから民間事業者に委託することで、債権管理回収業務の適正化及び未収金の効果的な収納を図った。
さらに貸与者（卒業生）に対する現況調査を毎年実施し、病院等への就業及び定着状況を確認、貸付から債権管理回収までの状況、府内定着の取組効果を適時把握できるデータベースを構築した。

１３　看護職員の養成・質の向上

（１）看護師の教育指導（地域医療介護総合確保基金）
予　算　額　　１４，３１２千円
決　算　額　　１４，３１２千円

1 看護教員養成講習会及び実習指導者講習会

看護師等学校養成所の看護教員及び実習指導者の資格取得講習会を次のとおり実施した。

ⅰ 専任教員養成講習会
ア　講習期間　　令和３年５月１０日～令和３年１１月２９日
イ　講習場所　　大阪府看護協会「ナーシングアート大阪」
ウ　受講人数　　５０名
ⅱ 実習指導者講習会
ア　講習期間
(第1回)　令和３年５月２８日～令和３年　７月　８日
(第2回)　令和３年９月　１日～令和３年１０月１５日

(第3回)　令和４年１月　７日～令和４年　２月１８日

イ　講習場所　　大阪府看護協会「ナーシングアート大阪」
ウ　受講人数　　２３８名（第１回：８０名，第２回：８０名，第３回：７８名）

　　　　

　ⅲ（特定分野）実習指導者講習会

　　　　　　

ア　講習期間　　令和３年１０月２７日～令和３年１１月１７日
イ　講習場所　　大阪府看護協会「ナーシングアート大阪」
ウ　受講人数　　２０名
（２）新人看護職員研修（地域医療介護総合確保基金）
予　算　額　　１５６，３９５千円
決　算　額　　１２３，３０３千円

1 新人看護職員研修及び医療機関受入研修

新人看護職員の基本的な臨床実践能力の獲得及び早期離職防止を図るため、新人看護職員研修を行った病院等に対して補助を行った。

　　　　　＜対象施設＞　１６８施設

　　　　○　根拠法令等　大阪府新人看護職員研修事業補助金交付要綱

2 多施設合同研修

採用数が少ない等の理由により、単独で研修を実施することができない中小規模病院等の新人看護職員を対象に、病院等で行うガイドラインに沿った新人看護職員研修を補完する研修を実施した。
ア　講習期間　　令和３年６月から令和４年２月まで

イ　講習場所　　府内７ヵ所
（大阪市、豊能・三島、北河内、中河内、南河内、堺市、泉州）

ウ　受講人数　　２８４名

（３）看護師等養成所運営費補助事業（一部地域医療介護総合確保基金）
予　算　額　　　　８１０，０００千円

決　算　額　　　　７８９，５１３千円
看護師等養成所の充実強化を図るため、保健師助産師看護師法に基づき指定を受けた看護師等学校養成所の運営に対して補助を行った。

　　＜対象施設＞

　　　助産師課程　　　　　　　　３校　　　　　　　　看護師３年課程　　 　　２８校

看護師２年課程全日制　　　２校　　　　　　　　看護師２年課程定時制 　　７校

通信制　　　　　　　　  　２校　　　　　　　　准看護師課程　　　　　　 ８校

○ 根拠法令等　大阪府看護師等養成所運営費補助金交付要綱
１４　看護職員の定着促進
大阪府における潜在看護職員の確保、養成拠点として大阪府ナースセンターを運営した。

（１）ナースセンター事業（一部地域医療介護総合確保基金）
予　算　額　　３６，６５０千円

決　算　額　　３６，６５０千円
1 　就業協力員事業

潜在看護職員復帰支援事業の円滑な実施のため、啓発・広報や府内医療機関やハローワーク等関係機関との連携等を行う就業協力員を、ナースセンターに配置した。

○　根拠法令　看護師等の人材確保の促進に関する法律
②　無料職業紹介の実施

ナースバンク登録者や、看護師等の届出制度のデータを活用して、無料の就業相談、就職斡旋を行うとともに、医療機関等に対して雇用に関する相談を行った。

○　設置場所   大阪府ナースセンター（大阪府看護協会「ナーシングアート大阪」）
○　相談日時   ９：００～１７：００（平日）
○　求人数    ４，８９７名
○　求職者数    ７，２３７名
○　就業者数    ３，０９８名
③　各種講習会の実施

　　　　　復職・転職応援セミナー
	
	実施回数
	延べ受講人数
	講  習  会  場

	講義・演習コース
	１０回
	１３２名
	大阪府看護協会　ほか

	施設体験コース
	６回
	３７名
	

	採血演習
	７回
	１１２名
	


　リフレッシュ研修

ア　講習期間　　令和３年１１月１８日、１２月８日　（各１日間）
イ　講習場所　　大阪府看護協会「ナーシングアート大阪」
ウ　受講人数　　１５１名
4 　その他

看護師等の届出制度の周知、新しい医学、看護技術・知識等を提供するために、大阪府看護協会機関誌「ＯＳＡＫＡ看護だより」への記事の掲載及び「看護師等養成所案内（２０２１看護への道）」の配布を行った。

（２）潜在看護師等オーダーメイド研修事業（地域医療介護総合確保基金）

予　算　額　　１５，０００千円
決　算　額　　１５，０００千円
　　　　府内の潜在看護師等が希望する看護分野への再就業に必要な技術、実践的な演習を行うための研修を行った。
○　根拠法令等　潜在看護師等の再就業のためのオーダーメイド研修実施要領
（３）病院内保育所施設整備事業（地域医療介護総合確保基金）
予　算　額　　１０１，４３２千円

決　算　額　　　２２，２４５千円

1 　病院内保育所施設整備事業

看護師を含む医療従事者の定着対策並びに再就業を促進するため、病院内保育所を新設する病院に対して補助を行った。

○　根拠法令等　大阪府病院内保育所施設整備費補助金交付要綱

2 　看護師勤務環境改善施設整備事業

看護職員の勤務環境を改善することにより、看護職員の定着促進を図るため、カンファレンスルーム等の整備を行う病院に対して補助を行った。

○　根拠法令等　大阪府看護師勤務環境改善施設整備費補助金交付要綱
（４）病院内保育所運営費補助事業（地域医療介護総合確保基金）
予　算　額　　３９５，８６３千円

決　算　額　　２２２，４６５千円
看護師を含む医療従事者の定着対策並びに再就業を促進するため、－定の要件を備えた院内保育施設の運営（保育士等の人件費）に対して補助を行った。
＜対象施設＞　９０ヶ所
Ａ型特例　　　　    　　 ４６ヵ所　　　　　　　Ａ　型　　　　　　 ３３ヵ所

Ｂ　型　　    　　　　　 　９ヵ所　　　　　　　Ｂ型特例　　　　　　２ ヵ所

○　根拠法令等　大阪府病院内保育所運営費補助金交付要綱
１５　外国人看護師候補者資格取得支援事業（国庫補助金）

予　算　額　　　３，９６８千円
決　算　額　　　２，８１６千円

　　　経済連携協定（ＥＰＡ）に基づき入国する外国人看護師の円滑かつ適正な受け入れが実施できるよう、外国人看護師候補者を受け入れた施設に対し補助を行い、日本で就労する上で必要となる日本語能力の習得及び、外国人看護師候補者を受け入れる施設の研修支援体制の充実を図った。
　　　＜対象施設＞ ３施設

　　　　○　根拠法令等　大阪府外国人看護師候補者資格取得支援事業補助金交付要綱

